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期日  令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 （ 木 ） 

場所  白井市役所本庁舎４階 大委員会室 



 

資料 

議案第 1 号 

印西都市計画用途地域の変更について（付議） 

 

議案第２号 

印西都市計画高度地区の変更について（付議） 

 

議案第３号 

印西都市計画市役所周辺地区地区計画の決定について 

（付議） 
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白井市

市役所周辺地区
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白井市
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白井市
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5

（変更後） （変更前）

変更後 変更前
用途地域 準工業地域 第一種中高層住居専用地域

建蔽率／容積率 ６０％／２００％ ６０％／２００％
面積 １３．０５ｈａ １３．０５ｈａ

高度地区 指定なし 第二種高度地区

変更後 変更前
用途地域 準工業地域 第一種低層住居専用地域

建蔽率／容積率 ６０％／２００％ ４０％／８０％
面積 ０．０１ｈａ ０．０１ｈａ

変更後 変更前
用途地域 準工業地域 第一種中高層住居専用地域

建蔽率／容積率 ６０％／３００％ ６０％／２００％
面積 ０．１３ｈａ ０．１３ｈａ

高度地区 指定なし 第二種高度地区

変更後 変更前
用途地域 準工業地域 第一種低層住居専用地域

建蔽率／容積率 ６０％／３００％ ４０％／８０％
面積 ５．６７ｈａ ５．６７ｈａ



１ 上位計画の位置付けから都市計画審議会への諮問までの経緯
⽩井市第５次総合計画の策定
市役所周辺地区について「中⼼都市拠点」と位置付け

平成２８年３⽉
平成２８年３⽉ ⽩井市都市マスタープランの改定
平成２９年１⽉ ⽩井市⽤途地域の指定⽅針及び指定基準の策定

平成３０年度第２回都市計画審議会（諮問）
⽤途地域の近隣商業地域への変更、⾼度地区の変更、
防⽕・準防⽕地域の変更及び地区計画の決定について
平成３０年度第２回都市計画審議会からの答申
概ね妥当であると認める。附帯意⾒「都市計画の⼿続きを進めるに
あたっては、⼟地利⽤の誘導の実現性について留意し対応すること」

２ ⼟地利⽤誘導の実現性確認から都市計画審議会への再諮問までの経緯
令和元年１０⽉１⽇ 市役所周辺地区まちづくり協議会設⽴
令和元年１１⽉１５⽇ 市役所周辺地区におけるサウンディング型市場調査実施の公表
令和２年６⽉１０⽇ ⽩井市都市マスタープランの改定

市役所周辺地区について「中⼼都市拠点検討地区」と位置付けを明確化
併せて⽤途地域の指定⽅針及び指定基準を改定し、
産業機能を集積すべき区域は、原則として準⼯業地域を定めると規定

令和２年６⽉２５⽇ 市役所周辺地区まちづくり協議会における事業者の決定
令和２年１２⽉１０⽇ 事業者からの都市計画提案書受付
令和３年２⽉８⽇ 令和２年度第１回都市計画審議会（再諮問）

⽤途地域の準⼯業地域への変更、⾼度地区の変更及び地区計画の決定
について

令和３年３⽉１⽇ 令和２年度第１回都市計画審議会からの答申
概ね妥当であると認める。

３ 都市計画審議会への再諮問から付議までの経緯
令和３年３⽉１１⽇ 令和２年度⾏政経営戦略会議へ付議

本件都市計画変更について案のとおり決定
令和３年１２⽉１３⽇ 開発事業事前協議⼿続の開始
令和４年３⽉１１⽇ 千葉県都市計画課と修正協議を実施し、異存がない旨の回答を受ける。

市役所周辺地区における都市計画変更の経緯

平成２８年３⽉

平成３１年２⽉７⽇

平成３１年２⽉１８⽇
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資料２
※白井市第５次総合計画基本構想　抜粋
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資料４
※印西都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針　抜粋
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３．土地利用と用途地域の指定方針 

（１）住宅地 

住宅地は、土地利用の現況及び動向を勘案し、住居の環境の悪化をもたらすおそれのある施設の混

在を防止し、住居の専用性を高めるなど住居の環境を保護することが望ましい。 

住宅地における用途地域は、当該地域における地形等の自然条件、都市施設の整備状況、義務教育

施設を中心とする住区構成、市街化の動向並びに建築物の用途、建蔽率及び容積率等の現況などを考

慮して定めるものとし、不適格建築物の分布状況、今後の開発動向及び隣接する用途地域との整合に

ついても考慮して次のように定める。 

ア 良好な住居の環境を有する低層住宅地の形成を図る地域については、原則として第一種低層住

居専用地域を定める。 

また、住民の日常の利便性に配慮し、小規模な日用品販売店舗等の立地を許容する地域につい

ては、第二種低層住居専用地域を定める。 

イ 良好な住居の環境を有する中高層住宅地の形成を図る地域については、原則として第一種中高

層住居専用地域を定める。 

また、住民の日常の利便性に配慮し、中規模な店舗等の立地を許容する地域については、第二

種中高層住居専用地域を定める。 

ウ その他の住居の環境を保護する住宅地については、原則として第一種住居地域を定める。 

また、住居の環境を保護する住宅地において、住居と比較的規模の大きな店舗や事務所等の併

存を図る地域については、第二種住居地域を定める。 

エ 幹線道路等の沿道の住宅地で、用途の広範な混在を防止しつつ、住居と併せ自動車関連施設等

の道路の沿道にふさわしい商業、業務の用に供する地域については、準住居地域を定める。 

オ 都市における農地の保全と建築物に対する建築規制を一体として行う必要がある地域について

は、田園住居地域を定める。 

 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準

住居地域において特に日照等を考慮する必要のある場合は、高度地区を併せて定めることが望まし

い。 

 第一種住居地域及び第二種住居地域において、特に教育環境の保護を図るべき地域については、必

要に応じ、特別用途地区（文教地区等）を併せて定めることが望ましい。 

 

（２）商業地 

商業地における用途地域は、都市における商業機能の適性な構成を図る観点から、交通ネットワー

クの形成との関係を考慮しつつ、商業地の位置づけに応じて商業等に必要な空間も含め適正な規模及

び配置となるよう次のように定める。 

ア 商業の用途に純化した地域及び都市の拠点としての位置づけがあり、都市基盤施設の整備の状

況から商業機能の集積を図り、利便性を増進すべき地域については、原則として商業地域を定め

る。 
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イ 住宅地に近接し、近隣住民の日常の利便性を増進するため、店舗や事務所の立地を図る地域

や、隣接する住宅地との環境の調和を図る必要がある地域については、原則として近隣商業地域

を定める。 

ウ 商業地域、近隣商業地域ともに、用途の純化の観点からその規模が過大とならないよう定め

る。 

 

商業地における用途地域には、原則として防火地域又は準防火地域を併せて定める。 

特に良好な市街地を形成する必要がある場合、地区計画等を併せて定めることが望ましい。 

 

（３）業務地 

業務地における用途地域は、用途の複合化を可能とする地区として適正な規模及び配置となるよう

次のように定める。 

ア 地域特性を生かした商業機能の集積をすべき区域においては、原則として近隣商業地域を定め

る。 

イ 地域特性を生かした産業機能の集積をすべき区域においては、原則として準工業地域を定め

る。 

 

特に良好な市街地を形成する必要がある場合、地区計画等を併せて定めることが望ましい。 

 

（４）工業地 

工業地における用途地域は、工業生産活動の増進、公害の発生の防止等を勘案し、交通ネットワー

クとの関係を考慮しつつ、流通業務施設等に必要な空間も含め適正な規模及び配置となるよう次のよ

うに定める。 

ア 住宅と工業等の混在を排除することが困難又は不適当と認められる区域で、環境の悪化をもた

らすおそれのない軽工業等の工業の利便性の増進を図る地域については、原則として準工業地域

を定める。 

イ 工業の利便性の増進を図る地域であり、住宅や店舗等の混在を排除することが困難又は不適当

な工業地については、原則として工業地域を定める。 

ウ 工場等の集積が著しく、住宅や店舗等の混在をなくし、工業に特化した工業の利便性の増進を

図る工業地及び工業団地等計画的に開発する工業地については、原則として工業専用地域を定め

る。 

  

特に公害防止上必要のある場合は、必要に応じ、特別用途地区（特別工業地区等）を併せて定める

ことが望ましい。 

 

（５）幹線道路の沿道等 

幹線道路の沿道としてふさわしい業務等の利便性の増進を図る地域において、幹線道路の整備状況

や周辺土地利用の現状と動向を勘案し、地域の実情に応じ、後背地の環境に配慮した土地利用が図ら

12



 

 

４．用途地域の変更時期 

主な見直し時期は、下記のとおりとする。 

ア 「印西都市計画区域マスタープラン」及び「白井市都市マスタープラン」などの変更に応じ、

計画的な土地利用の誘導を図る必要がある場合で、市街地整備等基盤の整備が確実となった時点

で、用途地域の変更を行う。 

イ 都市計画基礎調査の結果等による土地利用の転換や建築物の動向を踏まえ、適切な土地利用の

誘導及び保全を図る必要がある場合、用途地域の変更を行う。 

ウ 市街地開発事業（土地区画整理事業を除く）が実施される場合は、原則として事業の都市計画

決定に併せ用途地域の変更を行う。 

エ 土地区画整理事業においては、仮換地指定等事業の進捗に伴い、適切な時期に用途地域の変更

を行う。（市街化区域・用途地域への編入の際は、原則として暫定用途地域の指定を行う。） 

オ 都市計画道路等の沿道については、整備状況を踏まえ、適切な時期に用途地域の変更を行う。 

カ 地域の課題に対応する事項を地区計画等で明確にした地区にあっては、道路等の公共施設の整

備の状況等を踏まえ、適切な時期に用途地域の変更を行う。 

キ 商業、工業、公的施設の移転跡地等の一団の未利用地がある地区では、周辺の土地利用現況や

都市全体の将来土地利用計画を見越して、適切な時期に用途地域の変更を行う。 

  

 

５．用途地域の指定に当たっての留意事項 

（１）用途地域の区域界 

ア 用途地域及び容積率等の指定区域の境界は、原則として道路、鉄道、河川、水路等の明確な地

形・地物とする。 

イ 幹線道路沿道や鉄道沿線に路線的に指定する場合は、原則として道路端、鉄道又は鉄道敷界か

ら1宅地（25ｍ）の区域に指定できるものとする。 

また、4車線以上の幹線道路沿道及び鉄道沿線については、道路端、鉄道又は鉄道敷界から2宅

地（50ｍ）の区域に指定できるものとする。 

なお、これらの近傍に区画道路などの明確な地形地物がある場合は、これを用途地域界とする

ことができる。 

ウ 明確な地形地物等により難い場合は、市街地開発事業界、行政界などを境界とすることができ

る。 

 

（２）配置及び規模の特例 

下記に該当する場合は、本基準の配置及び規模について緩和しても差し支えないものとする。ただ

し、その地域あるいは隣接地域の住環境等に配慮するよう努めるものとする。 

ア 土地区画整理事業などで計画的面整備がされた又はされることが確実な区域のうち小規模な利

便施設立地地区として位置づけられた地区などで隣接の住環境に支障のない地区等 

イ 路線的に用途地域を定めることなどにより飛び地として残る区域又は新たに路線的用途地域の 
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≪準工業地域≫ 

指定区域 

①主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増進するため定める区

域 

②住宅と工業等の混在を排除することが困難又は不適当と認められる区域で、環境

の悪化をもたらすおそれのない軽工業等の立地を図る区域 

③流通業務施設等の立地を図る区域 

配置 

・ 

規模等 

①原則として、規模はおおむね5ha以上とし、不整形でないこと。 

②工業専用地域及び工業地域と一体になり、良好な生産環境の保全など、やむを得

ないと認められる場合は、規模を緩和することができる。 

③幹線道路沿道及び鉄道沿線に路線的に指定することができる。この場合、規模の

規定を設けない。 

建蔽率 

・ 

容積率等 

適用区域 建蔽率 容積率 その他 

主として環境の悪化をもたらすおそ

れのない工業の利便を増進するため

定める区域（標準） 

60 200 

必要に応じ高度地

区、敷地面積の最

低限度を定める 

工業地、業務地として土地の高度利

用を図るべき区域で、必要な公共施

設が整備された又は整備されること

が確実であり、かつ地区計画等によ

り良好な市街地環境が誘導される区

域 

60 300 
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資料７



 

 

 

資料 

議案第４号 

印西都市計画池の上一丁目地区地区計画の変更について

（付議） 
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白井市

池の上一丁目地区

18



白井市

19



白井市

20



変更後 変更前

用途地域 第一種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

建蔽率／容積率 ４０％／８０％ ６０％／２００％

面積 １．2ｈａ １．2ｈａ

高度地区 指定なし 第二種高度地区

（変更前）（変更後）
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資料 

議案第５号 

印西都市計画生産緑地地区の変更について（付議） 

 

 

22



生産緑地地区の概要 

 

１．生産緑地地区の目的 

  市街化区域内にある農地等の有する緑地機能やオープンスペースとしての防

災機能等に着目し、一定規模（500 ㎡）以上の農地を生産緑地地区として定め、

農地等を計画的に保全し、良好な都市環境の形成を図ること。 

 

２．生産緑地地区の指定の効果 

・農地としての土地利用が都市計画上、明確に位置付けられ、都市における農地

等の適正な保全を図ることができる。 

・地権者は生産緑地法に基づき一定の義務や土地利用の制限が課されるが、その

一方で固定資産税や相続税の優遇措置を受けることができる。 

 

３．白井市の生産緑地の指定の経緯 

①昭和 61 年に千葉 NT 事業の見直しに伴い、旧生産緑地法（昭和 49 年施行）に 

より第一種生産緑地地区 7 地区の約 30ha を指定 

②平成 3年に生産緑地法改正（平成 4 年施行） 

③平成 13 年の市制施行にともない三大都市圏の特定市となり、平成 13 年 11 月 

に生産緑地地区を 38 地区の約 23ha を追加して指定 

④平成 14 年 11 月に白井・沼南土地区画整理事業区域内において、4 地区の約 

1.4ha を追加指定 

⑤現在は 41 地区（旧法 7 地区・改正法 34 地区）、約 38.53ha が生産緑地地区と 

して指定 

 

４．行為制限解除と都市計画変更（廃止）について 

都市計画法では、生産緑地法で指定された生産緑地地区を区域決定しており、

生産緑地法による行為制限解除がなされると、土地利用制限のない生産緑地地区

が都市計画上の区域として存在している状態となる。 

そのため、都市計画としての意義が失われたため区域の変更（廃止）を行う。 
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生産緑地法（抜粋） 

(目的) 

第一条 この法律は、生産緑地地区に関する都市計画に関し必要な事項を定めることにより、

農林漁業との調整を図りつつ、良好な都市環境の形成に資することを目的とする。 

 

 (生産緑地地区に関する都市計画) 

第三条 市街化区域(都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第七条第一項の規定による市街

化区域をいう。)内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する一団のものの区域につい

ては、都市計画に生産緑地地区を定めることができる。 

一 公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に

相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適しているもので

あること。 

二 五百平方メートル以上の規模の区域であること。 

三 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備えていると認めら

れるものであること。 

2 市町村は、公園、緑地その他の公共空地の整備の状況及び土地利用の状況を勘案して必

要があると認めるときは、前項第二号の規定にかかわらず、政令で定める基準に従い、条

例で、区域の規模に関する条件を別に定めることができる。 

3 生産緑地地区に関する都市計画の案については、大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法(昭和五十年法律第六十七号)第百六条第三項又は農住組

合法(昭和五十五年法律第八十六号)第八十八条第二項の規定による要請があつた土地の

区域に係るものを除き、当該生産緑地地区内における農地等利害関係人の同意を得なけれ

ばならない。 

4 前項の「農地等利害関係人」とは、農地等(土地区画整理法(昭和二十九年法律第百十九

号)第九十八条第一項(大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法第八十三条において準用する場合を含む。)の規定により仮換地として指定された農

地等にあつては、当該農地等に対応する従前の土地。以下この項において同じ。)につい

て所有権、対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権又は登記した永小作権、先取特権、質

権若しくは抵当権を有する者及びこれらの権利に関する仮登記若しくは差押えの登記又

は農地等に関する買戻しの特約の登記の登記名義人をいう。 

5 生産緑地地区に関する都市計画を定めるに当たつては、当該生産緑地地区に係る農地等
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及びその周辺の地域における幹線街路、下水道等の主要な都市施設の整備に支障を及ぼさ

ないようにし、かつ、当該都市計画区域内における土地利用の動向、人口及び産業の将来

の見通し等を勘案して、合理的な土地利用に支障を及ぼさないようにしなければならない。 

6 生産緑地地区に関する都市計画は、都市緑地法(昭和四十八年法律第七十二号)第四条第

一項に規定する基本計画(同条第二項第五号に掲げる事項が定められているものに限る。)

が定められている場合においては、当該基本計画に即して定めなければならない。 

 

 (生産緑地の買取りの申出) 

第十条 生産緑地(生産緑地のうち土地区画整理法第九十八条第一項(大都市地域における

住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法第八十三条において準用する場合を含

む。)の規定により仮換地として指定された土地にあつては、当該土地に対応する従前の

土地。この項後段において同じ。)の所有者(以下「生産緑地所有者」という。)は、当該生

産緑地に係る生産緑地地区に関する都市計画についての都市計画法第二十条第一項(同法

第二十一条第二項において準用する場合を含む。)の規定による告示の日から起算して三

十年を経過する日(以下「申出基準日」という。)以後において、市町村長に対し、国土交

通省令で定める様式の書面をもつて、当該生産緑地を時価で買い取るべき旨を申し出るこ

とができる。この場合において、当該生産緑地が他人の権利の目的となつているときは、

第十二条第一項又は第二項の規定による買い取る旨の通知書の発送を条件として当該権

利を消滅させる旨の当該権利を有する者の書面を添付しなければならない。 

2 生産緑地所有者は、前項前段の場合のほか、同項の告示の日以後において、当該生産緑

地に係る農林漁業の主たる従事者(当該生産緑地に係る農林漁業の業務に、当該業務につ

き国土交通省令で定めるところにより算定した割合以上従事している者を含む。)が死亡

し、又は農林漁業に従事することを不可能にさせる故障として国土交通省令で定めるもの

を有するに至つたときは、市町村長に対し、国土交通省令で定める様式の書面をもつて、

当該生産緑地を時価で買い取るべき旨を申し出ることができる。この場合においては、同

項後段の規定を準用する。 

 

 (生産緑地の買取り等) 

第十一条 市町村長は、第十条の規定による申出があつたときは、次項の規定により買取り

の相手方が定められた場合を除き、特別の事情がない限り、当該生産緑地を時価で買い取

るものとする。 
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 (生産緑地の買取りの通知等) 

第十二条 市町村長は、前条第二項の規定により買取りの相手方が定められた場合を除き、

第十条の規定による申出があつた日から起算して一月以内に、当該生産緑地を時価で買い

取る旨又は買い取らない旨を書面で当該生産緑地の所有者に通知しなければならない。 

2 前条第二項の規定により買取りの相手方として定められた者は、前項に規定する期間内

に、当該生産緑地を時価で買い取る旨を書面で当該生産緑地の所有者及び市町村長に通知

しなければならない。 

3 前二項の規定により買い取る旨の通知がされた場合における当該生産緑地の時価につ

いては、買い取る旨の通知をした者と生産緑地の所有者とが協議して定める。 

 

 (生産緑地の取得のあつせん) 

第十三条 市町村長は、生産緑地について、前条第一項の規定により買い取らない旨の通知

をしたときは、当該生産緑地において農林漁業に従事することを希望する者がこれを取得

できるようにあつせんすることに努めなければならない。 

 

 (生産緑地地区内における行為の制限の解除) 

第十四条 第十条の規定による申出があつた場合において、その申出の日から起算して三月

以内に当該生産緑地の所有権の移転(相続その他の一般承継による移転を除く。)が行われ

なかつたときは、当該生産緑地については、第七条から第九条までの規定は、適用しない。 
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